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はじめに 
日本の投票率をご存じでしょうか？令和元年に行われた第25回参議院議員選挙での全体の投票票率は49%でし

た。また、平成 29 年に行われた第 48 回衆議院選挙では 54%でした。これは驚くべき数字です。現在、世界的に

見ても投票率は低下傾向にあると言われていますが、2010 年代の OECD 諸国の投票率の平均は 50％台から 90%台

です。そこからわかることは、日本は投票率の最も低い国の中の一つであるということです。なかでも若年層の

投票率は 10 代 40%、20 代 34%、30 代 45%、と世界的に見ても特筆すべき低さです。投票率の世代間格差の調査結

果では、日本は 25．2％と世界 2位の大きさとなっています。 

少子高齢化が進む中で、これからの日本を支える若者や現役世代の思いを、しっかりと政治に反映していきた

い。そのために、民主主義の根幹である選挙は非常に重要であるにもかかわらず、日本の投票率は低く、特に若

年層や現役世代の投票率の低さは憂慮されるべき社会問題だと私たちは考えました。そこで、日本の投票率を 75%

にあげることを目的として「目指せ！投票率 75%」というプロジェクトを立ち上げました。 

本プロジェクトでは、若者や現役世代により選挙について関心を持ってもらえるよう、彼らの日々の暮らしや

考え方に直結する政策やテーマを調査しました。また、選挙や投票への意識についても調査し、投票を促すため

にはどのような投票制度や環境が効果的かについても意見を収集しました。本調査報告書はこのインターネット

を利用した大規模調査の結果を取りまとめ、報告するものです。 

今後、この調査結果をもとに「争点 10＋」として 13 個の政策テーマを掲げ、まずは来る 2021 年衆議院議員選

挙で、立候補者を擁立する政党や候補者の皆さんの意見をお聞きして、その回答をわかりやすく情報発信するこ

ととしています。こうした情報発信やキャンペーンを通じて、日本の若年層、現役世代を中心として政治的関心

の向上と投票行動の促進をもって、みんなが生きやすい未来を目指します。 

本調査には、インターネット上で多くの方々が調査にご協力をしてくださいました。回答者の皆様と関係者の

皆様に、この場を借りて厚く御礼を申し上げます。 

 

目指せ！投票率 75％プロジェクト実行委員会事務局 
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1. 調査の概要 
1.1. 調査⽬的 
「目指せ！投票率 75%」プロジェクトにおいて、来る衆議院議員選挙の争点（「みんなの争点 10＋」）として若

者や現役世代の日々の暮らしや考え方に直結する政策やテーマを選ぶため、関心のある政策や政策分野等につい

て調査する。また、投票への意識についても調査し、投票を促すためにどのような投票制度や環境が効果的かに

ついても検討する。 

 
1.2. 調査項⽬（概要） 
l 2021 年衆院選での投票予定 

l 2021 年衆院選で重視する政策分野 

l 新しい社会課題に対応した個別政策についての考え方 

l 投票経験や期日前投票の活用状況等 

l 2021 年衆院選で投票する／しない理由 

l 投票制度の改善要望 

l 回答者属性 

※実際の調査は以下を参照（2021 年衆議院選挙投開票日頃までフォームオープン予定） 

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSfjz-UVoArzf0igxc096W6i5qd5ORZFzwa_P2fQjxJEe7ic_g/viewform 

 
1.3. 調査期間 
2021 年 8月 26日～8月 31 日 

 
1.4. 調査⽅法、対象者 
アンケートフォームを公開し、スノーボールサンプリング（調査対象者のネットワークを介して回答を依頼し

ていく方法）によるウェブアンケート調査を実施。 

調査対象者の属性については特に限定せず調査を実施した（投票権を有しているかどうかについても限定な

し）。 

 
1.5. 回答数、回答者属性 
本調査の回答数は総数 44,629件となった。 

回答者の年齢は 19歳以下の回答が 1,700件（3.8％）、20 代が 17,970件（40.3％）、30 代が 15,709件

（35.2％）、40 代が 6,149件（13.8％）、50 代が 2,106 件（4.7％）、60 代が 789件（1.8％）、70歳以上が 206

件（0.5％）であった。 

回答者の世代別に割合を見ると、約 75％が 20～30 代であった。 

回答者の性別は、女性が 35,438名（約 8割）、男性が 5,455名であった。 
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2. 単純集計 
以下、本調査の単純集計結果を掲載する。 

 

Q1, 2021 年秋頃に衆院選が行われるという報道があ

りますが、今年の秋に衆議院議員選挙が予定されてい

ることを知っていましたか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q2, 今回の選挙で投票を考える際、あなた自身が特に

重視したいと考える政策分野をすべて選んでくださ

い。（複数選択可） 

 

 

  

回答 回答数

知っていた 20,322

なんとなく知っていた 14,749

知らなかった 9,558

総計 44,629

回答数 回答数 割合
現役世代の働く環境を改善 34,072 76.3%
コロナ対策 31,162 69.8%
⼦育て環境の改善 27,441 61.5%
消費税含む税制改正 27,220 61.0%
貧困問題・格差是正 26,559 59.5%
教育や若年層の学びや将来を改善 25,828 57.9%
⾮正規や派遣労働の労働環境を改善 25,810 57.8%
ジェンダー平等 24,694 55.3%
LGBTQ、外国⼈等の待遇改善 21,015 47.1%
いじめ・ハラスメント防⽌ 20,940 46.9%
防災・復興政策 18,290 41.0%
少⼦化対策 15,462 34.6%
安⼼・安全な⽼後の実現 13,506 30.3%
⽇本の外交と安全保障 13,465 30.2%
環境問題・気候変動 12,483 28.0%
障がい者福祉 12,411 27.8%
⽂化・スポーツ政策 11,179 25.0%
エネルギー政策の⾒直し 8,869 19.9%
職業訓練・⽣涯教育 7,002 15.7%
地域振興・地⽅創⽣ 7,001 15.7%
憲法改正 5,764 12.9%
イノベーションや産業活性化 4,757 10.7%
NPO・市⺠活動 2,517 5.6%
その他 1,667 3.7%
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Q3 前の設問で選んだ政策分野の中で、今回、あなたが

「最も重要」だと思う政策分野を一つ選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

Q4, 【環境・ジェンダー】に関する政策についてお伺

いします。以下のテーマや施策について、あなたはど

のような考えを持っていますか。  

 

Q4-1, [CO2排出規制を進めてほしい] 

 

 

  

回答 回答数 割合
現役世代の働く環境を改善 8146 18.3%
コロナ対策 7948 17.8%
消費税含む税制改正 6006 13.5%
貧困問題・格差是正 5005 11.2%
教育や若年層の学びや将来を改善 2996 6.7%
⼦育て環境の改善 2747 6.2%
⾮正規や派遣労働の労働環境を改善 2424 5.4%
ジェンダー平等 2180 4.9%
少⼦化対策 1110 2.5%
安⼼・安全な⽼後の実現 1012 2.3%
⽇本の外交と安全保障 888 2.0%
LGBTQ、外国⼈等の待遇改善 787 1.8%
環境問題・気候変動 671 1.5%
憲法改正 633 1.4%
その他: 609 1.4%
防災・復興政策 313 0.7%
いじめ・ハラスメント防⽌ 285 0.6%
⽂化・スポーツ政策 199 0.4%
イノベーションや産業活性化 186 0.4%
障がい者福祉 171 0.4%
エネルギー政策の⾒直し 150 0.3%
地域振興・地⽅創⽣ 86 0.2%
職業訓練・⽣涯教育 68 0.2%
NPO・市⺠活動 9 0.0%

回答 回答数

とてもそう思う 7,493

そう思う 18,693

どちらでもない 12,723

そう思わない 4,390

全く思わない 1,330

総計 44,629
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Q4-2, [プラスチックごみ排出を削減してほしい] 

 

 

 

Q4-3, [労働環境における男女格差（賃金や雇用、管理

職比率等）を解消してほしい] 

 

 

 

Q4-4, [管理職の女性比率の向上など女性活躍を進め

てほしい] 

 

 

 

 

 

 

回答 回答数

とてもそう思う 5,909

そう思う 13,040

どちらでもない 13,247

そう思わない 9,058

全く思わない 3,375

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 32,292

そう思う 9,435

どちらでもない 2,186

そう思わない 472

全く思わない 244

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 24,618

そう思う 13,094

どちらでもない 5,365

そう思わない 1,068

全く思わない 484

総計 44,629
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Q4-5, [政党は女性比率を定めて、女性議員を増やし

てほしい] 

 

 

 

Q5,【家族・子育て・教育】に関する政策についてお伺

いします。以下のテーマや施策について、あなたはど

のような考えを持っていますか。 

 

Q5-1, [選択的夫婦別姓制度を導入してほしい] 

 

 

 

Q5-2, [子育て支援の拡充（児童手当の高校卒業時ま

での延長等）をしてほしい] 

 

 

 

回答 回答数

とてもそう思う 24,079

そう思う 11,350

どちらでもない 6,451

そう思わない 1,711

全く思わない 1,038

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 28,240

そう思う 8,822

どちらでもない 5,496

そう思わない 1,195

全く思わない 876

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 27,920

そう思う 11,557

どちらでもない 4,162

そう思わない 672

全く思わない 318

総計 44,629
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Q5-3, [教育無償化など教育費の負担軽減を進めてほ

しい] 

 

 

 

Q6,【弱者・マイノリティ】の権利に関する政策につい

てお伺いします。以下のテーマや施策について、あな

たはどのような考えを持っていますか。 

 

Q6-1, [同性婚の実現を含めて、LGBTQの人権が尊重さ

れる政策が必要だ] 

 

 

 

Q6-2, [女性、障がい者、性的マイノリティ、外国人

などあらゆる差別がない社会になってほしい] 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答数

とてもそう思う 27,654

そう思う 11,711

どちらでもない 4,114

そう思わない 785

全く思わない 365

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 30,131

そう思う 10,844

どちらでもない 2,691

そう思わない 524

全く思わない 439

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 31,763

そう思う 10,156

どちらでもない 2,097

そう思わない 367

全く思わない 246

総計 44,629
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Q6-3, [ハラスメントを禁止し、性暴力被害者を支援

してほしい] 

 

 

 

Q6-4, [日本にいる難民・外国人への人権配慮と支援

強化をしてほしい] 

 

 
 

Q6-5, [コロナの影響等により苦しむ方へ支援してほ

しい] 

 

 
 

 

 

 

 

回答 回答数

とてもそう思う 35,718

そう思う 7,722

どちらでもない 946

そう思わない 129

全く思わない 114

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 18,907

そう思う 13,811

どちらでもない 8,007

そう思わない 2,469

全く思わない 1,435

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 31,140

そう思う 11,322

どちらでもない 1,785

そう思わない 244

全く思わない 138

総計 44,629
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Q7, 【社会・経済・その他】の政策についてお伺いし

ます。以下のテーマや施策について、あなたはどのよ

うな考えを持っていますか。  

 

Q7-1, [防災や被災地支援に力を入れてほしい] 

 

 

 

Q7-2, [スタートアップ支援や起業支援に力を入れて

ほしい] 

 

 

 

Q7-3, [もっと若者や現役世代に税金を使って欲し

い] 

 

 

 

 

回答 回答数

とてもそう思う 24,311

そう思う 18,522

どちらでもない 1,588

そう思わない 139

全く思わない 69

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 5,468

そう思う 17,233

どちらでもない 18,341

そう思わない 3,048

全く思わない 539

総計 44,629

回答 回答数

とてもそう思う 34,111

そう思う 8,113

どちらでもない 2,033

そう思わない 249

全く思わない 123

総計 44,629



12 
 

Q7-4, [投票しやすいシステムにしてほしい（デジタ

ル投票の実現や、大学や高校、コンビニに投票所を作

る等）] 

 

 

Q8, あなたは、今までの選挙（国政選挙で／地方選

挙等すべての選挙含む）で投票しましたか？ 

 

 
  

回答 回答数

とてもそう思う 30,387

そう思う 9,198

どちらでもない 3,680

そう思わない 954

全く思わない 410

総計 44,629

回答 回答数

すべての選挙で投票した 15,403

ほとんどの選挙で投票した 18,755

時々投票した 5,312

１〜２度投票した 2,400

選挙権はあったが投票したことはない 1,383

選挙権がなかったため投票したことはない 1,271

覚えていない 105

総計 44,629
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Q9, 今までの選挙（国政選挙で／地方選挙等すべての

選挙含む）で投票したことがある方にお尋ねします。

期日前投票を活用したことがありますか。 

 

 

 

Q10, あなたは、来たる衆議院選挙で投票しますか？ 

 

87

 

回答 回答数

期日前投票を活用したことがある 27,218

期日前投票を活用したことはない 13,958

投票を一度もしたことがない 2,983

覚えていない／回答したくない 470

総計 44,629

回答 回答数

必ず投票する 32,219

投票する予定である 9,314

わからない・迷っている 2,237

投票しない 199

投票できない 660

総計 44,629



14 
 

Q11, あなたの年齢を教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q12, お住まいの都道府県を教えてください。 

 

 

 

回答 回答数

~ 19歳 1,700

20~ 24歳 7,128

25~ 29歳 10,842

30~ 34歳 9,637

35~ 39歳 6,072

40~ 44歳 3,634

45~ 49歳 2,515

50~ 54歳 1,255

55~ 59歳 851

60~ 64歳 523

65~ 69歳 266

70歳以上 206

総計 44,629

回答 回答数

その他・回答しない 242

北海道 1,182

青森県 155

岩手県 210

宮城県 711

秋田県 162

山形県 190

福島県 300

茨城県 642

栃木県 412

群馬県 422

埼玉県 3,321

千葉県 2,645

東京都 12,378

神奈川県 4,924

新潟県 481

富山県 224

石川県 288

福井県 161

山梨県 180

長野県 416

岐阜県 378

静岡県 868

愛知県 2,201

三重県 348

滋賀県 366

京都府 1,136

大阪府 2,937

兵庫県 1,574

奈良県 407

和歌山県 154

鳥取県 99

島根県 113

岡山県 477

広島県 623

山口県 200

徳島県 128

香川県 190

愛媛県 201

高知県 106

福岡県 1,210

佐賀県 111

長崎県 179

熊本県 232

大分県 162

宮崎県 106

鹿児島県 189

沖縄県 288

総計 44,629
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Q13, あなたの性別を教えてください。 

 

 

 

Q14, あなたの今の状況をお聞かせください。 

 

 

 

Q15, あなたは現在結婚していますか？ 

 

 

 

 

 

 

回答 回答数

男性 5,455

女性 35,438

その他・回答しない 3,736

総計 44,629

回答 回答数
⾼校⽣・⾼専⽣ 590
専⾨学校⽣ 303
⼤学⽣・短⼤⽣・⼤学院⽣ 4656
正社員 21453
契約社員・派遣社員 4707
⾃営業 3077
アルバイト・パート 5339
無職 3606
その他 2131

回答 回答数

結婚している 11,051

結婚していない 31,488

その他・回答しない 2,090

総計 44,629
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Q16, 現在、あなたには以下のお子さんはいますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q17, ご自分の生活状況をどのように感じています

か？ 

 

 
  

回答 回答数
未就学（0歳から⼩学校⼊学前まで）の⼦どもがいる 3,795

⼩学⽣から⾼校⽣までの⼦どもがいる 3,740

⼤学（院）・短⼤・専⾨学校に通う⼦どもがいる 748

上記以外の扶養している⼦どもがいる 245

⼦どもはいない 35,693

扶養している⼦どもはいない（社会⼈になっている、別⽣計等） 1,272

その他 689

回答 回答数

とても苦しい 3,427

苦しい 7,023

少し苦しい 12,746

普通 13,437

少し余裕がある 5,026

余裕がある 2,452

とても余裕がある 518

総計 44,629
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Q18, 「必ず投票する」、「投票する予定である」を選

んだ方はその理由を教えてください。次の選択肢の

中から、最も当てはまるものを一つ選んでくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q19, 「投票しない」、「投票できない」、「分からない・

迷っている」を選んだ方へ その理由を教えてくださ

い。次の選択肢の中から、当てはまるものをすべて選

んでください。（複数回答可） 

 

 

 

  

回答 回答数

今までも必ず投票していたから 20,641

最近、政治への関心が高まり選挙に行くことが重

要だと思うようになったから
18,190

仕事や家庭の事情が変わり投票に行けるように

なったから
698

知人や友人から誘われたから 102

その他 1,902

総計 41,533

⑤侶 ⑤侶㎐

 投票したい候補者・政党がいないから 1411
 選挙や政治がよくわからないから 1041
 投票に⾏くのが⾯倒だから 882
 投票する意味がない・投票しても変わらないと思うから 877
 選挙に⾏く時間がない・忙しいから 784
 投票権がないから（年齢、国籍等） 442
 住⺠票と違うところに住んでいるから 417
 選挙や政治に興味がないから 367
 投票所に⾏くことができないから（交通⼿段・病気・障がい等） 123
 その他 163
 総数 6507
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Q20, どのような制度やきっかけがあれば、投票に行

こうと思いますか。次の選択肢の中から、当てはま

るものをすべて選んでください。（複数回答） 

 

 

Q21, 平成 15 年に期日前投票制度が導入され、投票日

以外でも選挙期間中は特別な手続き不要で毎日投票

できるようになりました。期日前投票を利用する人も

増えています。期日前投票について知っていました

か？ 

 

 

 

Q22, 最後に次の衆議院議員選挙に向けて政治や候補

者に伝えたいことがあればご自由にお書きください。

（自由記述） 

※4.1 参照 

 

Q23 次の衆議院議員選挙に向けて政府や候補者に伝

えたいことがあればご自由にお書きください。（自由

記述） 

※4.2 参照 

回答 回答数

 スマホやPCなどでインターネット投票ができる 2486
 政党や候補者の主張がもっとわかりやすくなる 1714
 コンビニや駅など⾝近に⽴ち寄る場所で投票できる 1532
 公約実現率など候補者の功績がわかりやすくなる 1273
 職場や学校で投票できる 1044
 若い候補者が増える 945
 ネットやSNSでの選挙活動がより充実する 878
 投票するとクーポンや割引がもらえる 852
 投票休暇（有給）を取ることができるようになる 758
 郵便で投票できる 731
 学校や職場で選挙や政治についてもっと語り合えるようになる 718
 学校等で模擬選挙などの選挙教育がもっと⾏われる 625
 投票所が24時間開くなど深夜や早朝でも投票できる 622
 ⼥性の候補者が増える 611
 選挙がもっと楽しいイベントになる 611
 投票⽇を増やす 560
 投票が義務化され投票しないと罰⾦などの罰則がある 269
 オンライン討論会など候補者と触れ合う機会が増える 221
 その他 138
 有名⼈や芸能⼈が選挙に関与するようになる 113
 選挙の結果や当落が（競⾺のように、合法に）賭け事として楽し
めるようになる

54

 街頭演説など候補者の⽣の声を聞く機会が増える 38
 総数 3096

回答 回答数

期日前投票を知っており、利用したことがある 594

期日前投票は知っていたが、利用したことはない 2,188

期日前投票を知らなかったが、今後は利用したい 126

期日前投票を知らなかったし、今後も利用するつもりはない 91

その他 97

総計 3,096
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3. クロス集計 
 

 本調査の結果を回答者の属性等別に集計した。その

中から、特筆すべき所見を以下に述べる。 

 

3.1. 世代×性別 
 はじめに、回答者の属性を見てみる。世代別に性別

の割合を見てみると、全世代で女性が多いことが明ら

かになった（図 1）。50 代以上では、その他の世代と

比較すると比較的男性の割合が多かった。 

 
図 1 世代別に⾒た「性別」 

 

3.2. 過去の投票⾏動×今秋の衆院選で投票にいくか 
 次に、過去の投票行動別に「今秋の衆院選で投票に

いくか」を見た（図 2）。過去の投票行動で「投票して

いない」と答えた人の約 6割が「今秋の衆院選で投票

に行く」と答えている。また、過去に投票している人

は、9 割以上が「今秋の衆院選でも投票に行く」と答

えている。日本のこれまでの投票率を考慮すると、今

回の回答者は比較的「投票に行く」と回答している人

の割合が多い傾向にあると言える。 

 
図 2 過去の投票⾏動別に⾒た「今秋の衆院選で投票にいくか」 

 

3.3. 世代×選挙⾏動 
世代と選挙行動の連関を見るために、クロス集計を

行った。 

世代別に「今秋に衆院選が開催されることを知って

いたか」、「投票に行くか」、「過去に投票したか」を見

ると、肯定的な回答した割合は、3 項目全てにおいて

50 代以上で最も高いことが分かった（図 3）（図 4）
（図 5）。次に 30～40 代、10～20 代と続いた。 

 
図 3 世代別に⾒た「衆院選を知っていたか」 
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図 4 世代別に⾒た「投票に⾏くか」 

 

 
図 5 世代別に⾒た「過去に投票したか」 

 

続いて、世代別に「期日前投票を知っていたか」

と「期日前投票を利用したことがあるか」の回答状

況を見た。「期日前投票を知っていた」と答えた割合

は 30～40 代が最も多く、10～20 代、50 代以上と続

いた（図 6）。 

 
図 6 世代別に⾒た「期⽇前投票を知っていたか」 

 

一方、「期日前投票を利用したことがある」と答え

た割合は 50 代が最も多く、30～40 代、10～20 代と

続いた（図 7）。 

 
図 7 世代別に⾒た「期⽇前投票を利⽤したことがある」 

 

3.4. 雇⽤形態×選挙⾏動 
続いて、雇用形態（正規/非正規）別に選挙行動を

見てみる。 

まず、雇用形態と「今秋の衆院選を知っていた

か」のクロス集計の結果を見てみると、正規と非正

規の間で割合上は大きな差はないことが分かった

（図 8）。 

 
図 8 雇用形態別に見た「衆院選を知っていたか」 

 

次に、雇用形態と今秋の衆院選に投票に行くか、

過去の投票行動、期日前投票を知っていたか、との

クロス集計を見ると、「投票に行く」と回答した人は

それぞれで正規雇用の方が若干多かった（図 9）（図 
10）（図 11）。 
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図 9 雇用形態別に見た「衆院選に投票にいくか」 

 

 
図 10 雇用形態別に見た「過去の投票行動」 

 

 
図 11 雇用形態別に見た「期日前投票を知っていたか」 

 

 期日前投票を利用したことがあるかについては、

正規と非正規の間に割合上の差は見られなかった

（図 12）。 

 
図 12 雇用形態別に見た「期日前投票を利用したことがある」 

 

3.5. ⽣活⽔準×世代、⽣活⽔準×⼦どもの有無 
次に、生活水準と「世代」、「子どもの有無」のク

ロス集計を行った。世代では、30～40 代が最も「苦

しい」と答えた割合が多かった（図 13エラー! 参照

元が見つかりません。）。 

 
図 13 世代別に見た「生活水準」 

 

子どもの有無でクロス集計した場合、子どもの有

無にかかわらず「苦しい」と答えた割合が最も多か

った。特に「苦しい」と答えた人の割合は「小学生

から高校生の子どもがいる」と答えた人に多く、次

いで「子どもはいない」と答えた人が多かった。（図 
14）。 
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図 14 子どもの有無別に見た「生活水準」 

3.6. 世代×争点 
各争点の得票率を世代別にみたところ、次のよう

な結果になった。 

 環境関連の設問に「とてもそう思う」「そう思う」

と回答した割合は 50 代以上で 80％を超えた。この割

合は、他の世代における同じ回答割合よりも高かっ

た（図 15）（図 16）。 

 
図 15 世代別に見た「CO2 排出規制を進めてほしい」 

 

 
図 16 世代別に見た「プラスチックごみ排出を削減してほしい」 

 

 続いて、ジェンダー関連の問題に関しては、すべ

ての世代で肯定的な回答（「とてもそう思う」「そう

思う」の合計）の割合が高い（図 17）（図 18）（図 
19）（図 20）。 

 
図 17 世代別に⾒た「労働環境における男⼥格差（賃⾦や雇⽤、管理

職⽐率等）を解消してほしい」 

 

 
図 18 世代別に見た「管理職の女性比率の向上など女性活躍を進めて

ほしい」 

 

 
図 19 世代別に見た「政党は女性比率を定めて、女性議員を増やして

ほしい」 
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図 20 世代別に見た「選択的夫婦別姓制度を導入してほしい」 

 

 家族・子育て・教育に関しても、すべての層で

「とてもそう思う」と回答した人の割合が最も多か

った（図 21）（図 22）。 

 
図 21 世代別に見た「子育て支援の拡充をしてほしい」 

 

 
図 22 世代別に見た「教育無償化を進めてほしい」 

 弱者・マイノリティに関する設問について、すべ

ての層で「とてもそう思う」と回答した人の割合が

多かった（図 23）（図 24）（図 25）。「同性婚の実

現・LGBTQの人権が尊重される政策が必要だ」につい

て、「とてもそう思う」と回答した割合は 10～20 代

で 70％以上となった（図 23）。 

 
図 23 世代別に見た「同性婚の実現・LGBTQ の人権が尊重される政策

が必要だ」 

 

 
図 24 世代別に見た「女性・障がい者・性的マイノリティ・外国人な

どあらゆる差別が無くなってほしい」 

 
図 25 世代別に見た「ハラスメントを禁止し、性暴力被害者を支援し

てほしい」 

 

 弱者・マイノリティに関する設問の中でも「日本

にいる難民・外国人への人権配慮と支援強化をして
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ほしい」に対して「とてもそう思う」と回答した割

合は 50 代以上が最も多く、次いで 10～20 代、30～

40 代が続く結果となった（図 26）。 

 
図 26 世代別に見た「日本にいる難民・外国人への人権配慮と支援強

化をしてほしい」 

 

 社会・経済・その他の設問は以下のとおりとなっ

た。 

 「コロナの影響により苦しむ方へ支援してほし

い」に「とてもそう思う」と回答した割合は、50 代

以上が最も多い結果となった（図 27）。 

 
図 27 世代別に見た「コロナの影響により苦しむ方へ支援してほし

い」 

 

 「防災や被災地支援に力を入れてほしい」は「と

てもそう思う」と答えた人の割合は 50 代以上が最も

多かった（図 28）。 

 
図 28 世代別に見た「防災や被災地支援に力を入れてほしい」 

 

 「スタートアップ支援や企業支援に力を入れてほ

しい」では、「とてもそう思う」「そう思う」と答え

た人の割合は 50 代以上が最も多かった。次いで 30～

40 代、10～20 代と続いた。30～40 代と 10～20 代で

では最も多い割合の回答は「どちらでもない」であ

った（図 29）。この設問の肯定的な回答は争点の中

で最も低い結果となった。 

 
図 29 世代別に見た「スタートアップ支援や企業支援に力を入れてほ

しい」 

 

 「もっと若者や現役世代に税金を使ってほしい」

では、「とてもそう思う」と答えた割合は 10～20 代

では 80％を超えた（図 30）。次いで 30～40 代であ

り、50 代以上ではその割合は 40％程度となった。 
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図 30 世代別に見た「もっと若者や現役世代に税金を使ってほしい」 

 

 「投票しやすいシステムにしてほしい（デジタル

投票の実現や、大学や高校、コンビニに投票所を作

る等）」では、すべての世代で「とてもそう思う」と

回答した人の割合が最も高かった（図 31）。 

 
図 31 世代別に見た「投票しやすいシステムにしてほしい（デジタル

投票の実現や、大学や高校、コンビニに投票所を作る等）」 

 

3.7. 性別×争点 
 性別別に各争点の回答を見ていく。 

環境に関する設問では、「CO2排出規制を進めてほ

しい」は、男女共に「そう思う」と回答した人の割

合が最も多かった（図 32）。 

 
図 32 性別別に見た「CO2 排出規制を進めてほしい」 

 

「プラスチックごみ排出を削減してほしい」は、

男性では「そう思う」と回答した割合が最も多く、

女性では「どちらでもない」と回答した人の割合が

最も多かった。（図 33）。 

 
図 33 性別別に見た「プラスチックごみ排出を削減してほしい」 

  

ジェンダーに関する設問では、すべての設問で女

性の方が男性に比べて、「とてもそう思う」「そう思

う」と回答した人の割合が大幅に多いという結果と

なった（図 34）（図 35）（図 36）（図 37）。 
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図 34 性別別にみた「労働環境における男女格差（賃金や雇用、管理

職比率等）を解消してほしい」 

 

 
図 35 性別別に見た「管理職の女性比率の向上など女性活躍を進めて

ほしい」 

 

 
図 36 性別別に見た「政党は女性比率を定めて、女性議員を増やして

ほしい」 

 

 
図 37 性別別に見た「選択的夫婦別姓制度を導入してほしい」 

 

 家族・子育て・教育については、男女ともに「と

てもそう思う」と回答した割合が最も多かった（図 
38）（図 39）。 

 
図 38 性別別に見た「子育て支援の拡充（児童手当の高校卒業時まで

の延長等）をしてほしい」 

 

 
図 39 性別別に見た「教育無償化など教育費の負担軽減を進めてほし

い」 
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 弱者・マイノリティについては、「同性婚の実現を

含めて、LGBTQの人権が尊重される政策が必要だ」、

「女性、障がい者、性的マイノリティ、外国人など

あらゆる差別がない社会になってほしい」、「ハラス

メントを禁止し、性暴力被害者を支援してほしい」

の 3つの設問で、男性より女性の方が「とてもそう

思う」「そう思う」と回答した人の割合が大幅に高か

った（図 40）（図 41）（図 42）。 

 
図 40 性別別に見た「同性婚の実現を含めて、LGBTQ の人権が尊重さ

れる政策が必要だ」 

 

 
図 41 性別別に見た「女性、障がい者、性的マイノリティ、外国人な

どあらゆる差別がない社会になってほしい」 

 
図 42 性別別に見た「ハラスメントを禁止し、性暴力被害者を支援し

てほしい」 

 

 一方、「日本にいる難民・外国人への人権配慮と支

援強化をしてほしい」では、回答の割合に大幅な男

女差は見られないものの、男性に比べて女性の方が

「とてもそう思う」「そう思う」と回答した人の割合

は高かった（図 43）。 

 
図 43 性別別に見た「日本にいる難民・外国人への人権配慮と支援強

化をしてほしい」 

 
 「コロナの影響等により苦しむ方へ支援してほし

い」では、「とてもそう思う」「そう思う」と回答し

た人の割合は女性の方が多かった。 
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図 44 性別別に見た「コロナの影響等により苦しむ方へ支援してほし

い」 

 

社会・経済・その他の設問は以下のとおりとなっ

た 。「防災や被災地支援に力を入れてほしい」「もっ

と若者や現役世代に税金を使って欲しい」「投票しや

すいシステムにしてほしい（デジタル投票の実現

や、大学や高校、コンビニに投票所を作る等）」の三

つの設問では「とてもそう思う」「そう思う」と回答

した人の割合は女性の方が多かった(図 45) (図 47) 
(図 48)。「スタートアップ支援や起業支援に力を入

れてほしい」では、男性では「そう思う」回答した

割合が最も多く、女性では「どちらでもない」と回

答した割合が最も多かった。（図 46）。 

 
図 45 性別別に見た「防災や被災地支援に力を入れてほしい」 

 

 
図 46 性別別に見た「スタートアップ支援や起業支援に力を入れてほ

しい」 

 

 
図 47 性別別に見た「もっと若者や現役世代に税金を使って欲しい」 

 

 
図 48 性別別に見た「投票しやすいシステムにしてほしい（デジタル

投票の実現や、大学や高校、コンビニに投票所を作る等）」  
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3.8. 世代×どのような制度やきっかけがあれば、投
票に⾏こうと思いますか 

 

 世代別の「どのような制度やきっかけがあれば、

投票に行こうと思いますか」のそれぞれの得票率を

見ていく。この設問は前の設問で「投票に行かな

い」と答えた人のみが回答している。世代別で回答

数に差があるため、一律に割合を比較するのは難し

いが、世代別の傾向を示す。 

 
図 49 世代別に見た「コンビニや駅など身近に立ち寄る場所で投票で

きる」 

  

まず、「職場や学校で投票できる」を選択した人の

割合は、10～20 代の方が 50 代以上より 20パーセン

ト以上多かった（図 50）。 

 
図 50 世代別に⾒た「職場や学校で投票できる」 

次に、「スマホや PC などでインターネット投票が

できる」を選択した人の割合は、10～20 代と 30～40

代の方が 50 代以上より 20パーセント程度多かった

（図 51）。 

 
図 51 世代別に⾒た「スマホや PC などでインターネット投票ができ

る」 

 

 
図 52 世代別に⾒た「郵便で投票できる」 

 

続いて、「投票所が 24時間開くなど深夜や早朝でも

投票できる」「投票日を増やす」「若い候補者が増え

る」「女性の候補者が増える」「ネットや SNSでの選

挙活動がより充実する」「投票休暇（有給）を取るこ

とができるようになる」「投票するとクーポンや割引

がもらえる」「選挙がもっと楽しいイベントになる」

を選択した人の割合は、10～20 代の方が 50以上より

10パーセント以上多かった（図 53）（図 54）（図 
55）（図 56）（図 59）（図 64）（図 65）（図 66）。 
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図 53 世代別に見た「投票所が 24 時間開くなど深夜や早朝でも投票

できる」 

 

 
図 54 世代別に見た「投票日を増やす」 

 

 
図 55 世代別に見た「若い候補者が増える」 

 

 
図 56 世代別に見た「女性の候補者が増える」 

 

 また、「政党や候補者の主張がもっとわかりやすく

なる」を選択した人の割合は、10～20 代で過半数を

超えた（図 57）。 

 
図 57 世代別に見た「政党や候補者の主張がもっとわかりやすくな

る」 
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 「公約実現率など候補者の功績がわかりやすくな

る」を選択した人は、実数の違いが大きいので単純

な比較は難しいが、割合で言うと、10～20 代の方が

50 代以上より 15パーセント程度多かった（図 58）。 

 
図 58 世代別に見た「公約実現率など候補者の功績がわかりやすくな

る」 

 

 
図 59 世代別に見た「ネットや SNSでの選挙活動がより充実する」 

 

 
図 60 世代別に見た「街頭演説など候補者の生の声を聞く機会が増え

る」 

 

 
図 61 世代別に見た「オンライン討論会など候補者と触れ合う機会が

増える」 
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 さらに、「学校や職場で選挙や政治についてもっと

語り合えるようになる」「学校等で模擬選挙などの選

挙教育がもっと行われる」を選択した人は、実数が

違うので単純な比較は難しいが、割合で言うと、10

～20 代の方が 50 代以上より 15～20パーセント程度

多く、若年層の方が主権者教育を希望していること

が明らかになった（図 62）（図 63）。 

 
図 62 世代別に見た「学校や職場で選挙や政治についてもっと語り合

えるようになる」 

 

 
図 63 世代別に見た「学校等で模擬選挙などの選挙教育がもっと行わ

れる」 

 

 
図 64 世代別に見た「投票休暇（有給）を取ることができるようにな

る」 

 

 
図 65 世代別に見た「投票するとクーポンや割引がもらえる」 

  

 
図 66 世代別に見た「選挙がもっと楽しいイベントになる」 
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図 67 世代別に見た「有名人や芸能人が選挙に関与するようになる」 

 

 
図 68 世代別に⾒た「投票が義務化され投票しないと罰⾦などの罰則

がある」 

 

 
図 69 世代別に見た「選挙の結果や当落が（競馬のように、合法に）

賭け事として楽しめるようになる」 

 
3.9. ⼦どもの有無×争点 
 ⼦どもの有無についての設問は、次の 7 つの選択肢
からなる複数回答の設問である。「未就学（0 歳から⼩
学校⼊学前まで）の⼦どもがいる」、「⼩学⽣から⾼校
⽣までの⼦どもがいる」、「⼤学（院）・短⼤・専⾨学校
に通う⼦どもがいる」、「上記以外の扶養している⼦ど
もがいる」、「⼦どもはいない」、「扶養している⼦ども
はいない（社会⼈になっている、別⽣計等）」、「その他」。
よって、複数の選択肢を選択している回答者がいるた
めに総回答者数が実際の回答者数より多くなってい
る。以下のグラフは、「未就学（0 歳から⼩学校⼊学前
まで）の⼦どもがいる」、「⼩学⽣から⾼校⽣までの⼦
どもがいる」、「⼤学（院）・短⼤・専⾨学校に通う⼦ど
もがいる」、「上記以外の扶養している⼦どもがいる」
を「⼦どもがいる」とし、「⼦どもはいない」、「扶養し
ている⼦どもはいない（社会⼈になっている、別⽣計
等）」を「⼦どもはいない」とし、「その他」を⽋損値
として扱ったものである。 
 ⼦どもの有無別に各争点への関⼼を⾒ていくと、環
境系の設問では⼦どものいる回答者の⽅が関⼼が⾼
い傾向となったが、他の争点と⽐較すると「とてもそ
う思う」「そう思う」と回答した⼈の割合は低いもので
あった（図 70）（図 71）。 
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図 70 ⼦どもの有無別に⾒た「CO2 排出規制を進めてほしい」 

 

 
図 71 ⼦どもの有無別で⾒た「プラスチックごみ排出を削減してほし

い」 

 
 ジェンダーに関しての設問と⼦どもの有無につい
てのクロス集計は以下のとおりとなった。「労働環境
における男⼥格差（賃⾦や雇⽤、管理職⽐率等）を解
消してほしい」「管理職の⼥性⽐率の向上など⼥性活
躍を進めてほしい」では、⼦どもがいない⼈の⽅が⾼
い割合で関⼼が⾼いことが明らかになった（図 72）
（図 73）。ただし、「政党は⼥性⽐率を定めて、⼥性議
員を増やしてほしい」では、⼦どものいる⼈の⽅が⾼
い割合で関⼼がある事がわかった（図 74）。 

 
図 72 ⼦どもの有無別で⾒た「労働環境における男⼥格差（賃⾦や

雇⽤、管理職⽐率等）を解消してほしい」  

 

 
図 73 ⼦どもの有無別で⾒た「管理職の⼥性⽐率の向上など⼥性活

躍を進めてほしい」 

 

 
図 74 ⼦どもの有無別に⾒た「政党は⼥性⽐率を定めて、⼥性議員

を増やしてほしい」  
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 続いて家族・⼦ども・教育の項⽬を⾒ていく。「選択
的夫婦別姓制度を導⼊してほしい」の設問は⼦どもの
いない⼈の⽅が⾼い割合で賛成している（図 75）。 

 
図 75 ⼦どもの有無別に⾒た「選択的夫婦別姓制度を導⼊してほし

い」  

 

 「⼦育て⽀援の拡充（児童⼿当の⾼校卒業時までの
延⻑等）をしてほしい」「教育無償化など教育費の負担
軽減を進めてほしい」では共に、⼦どものいる⼈の約
80％が「とてもそう思う」と回答した（図 76）（図 77）。 

 
図 76 ⼦どもの有無別に⾒た「⼦育て⽀援の拡充（児童⼿当の⾼校

卒業時までの延⻑等）をしてほしい」 

 

 
図 77 ⼦どもの有無別に⾒た「教育無償化など教育費の負担軽減を

進めてほしい」 

 

 次に弱者・マイノリティの項⽬について⾒ていく。
「同性婚の実現を含めて、LGBTQの⼈権が尊重され
る政策が必要だ」は、共に 9 割程度が肯定的な回答を
しているが、⼦どものいない⼈の 6 割程度が「とても
そう思う」と回答している（図 78）。 

 
図 78 ⼦どもの有無別に⾒た「同性婚の実現を含めて、LGBTQ の

⼈権が尊重される政策が必要だ」 
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図 79 ⼦どもの有無別に⾒た「⼥性、障がい者、性的マイノリテ

ィ、外国⼈などあらゆる差別がない社会になってほしい」 

  

 
図 80 ⼦どもの有無別に⾒た「ハラスメントを禁⽌し、性暴⼒被害

者を⽀援してほしい」 

 

 
図 81 ⼦どもの有無別に⾒た「⽇本にいる難⺠・外国⼈への⼈権配慮

と⽀援強化をしてほしい」 

 
図 82 ⼦どもの有無別に⾒た「コロナの影響等により苦しむ⽅へ⽀援

してほしい」 

 
 最後に社会・経済・その他の項⽬のクロス集計を⽰
す（図 83）（図 84）（図 85）（図 86）。 

 
図 83 ⼦どもの有無別に⾒た「防災や被災地⽀援に⼒を⼊れてほし

い」 

 

 
図 84 ⼦どもの有無別に⾒た「スタートアップ⽀援や起業⽀援に⼒

を⼊れてほしい」 
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図 85 ⼦どもの有無別に⾒た「もっと若者や現役世代に税⾦を使っ

て欲しい」 

 

 
図 86 ⼦どもの有無別に⾒た「投票しやすいシステムにしてほしい

（デジタル投票の実現や、⼤学や⾼校、コンビニに投票所を作る等）」 
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4. ⾃由記述の簡易分析 
Q22 と Q23 の回答は自由記述となっている。KH Coderを用いた簡易分析を行ったので、結果を以下に記述する。 

 

4.1. Q22 の簡易分析 
以下の図 70 は、Q22 の頻出単語の上位 50 位とその出現数を表したものである。 

Q22 設問： 最後に次の衆議院議員選挙に向けて政治や候補者に伝えたいことがあればご自由にお書きください。

（自由記述） 

 
図 87 Q22頻出単語上位 50位 

 
 
 
 
 
 
 

順位 頻出単語 出現数 順位 頻出単語 出現数
1 政治 223 26 年金 21
2 国民 125 27 現状 20
3 若者 112 28 経済 19
4 政策 93 29 具体 18
5 コロナ 81 30 世の中 18
6 自分 77 31 政党 18
7 お金 73 32 カー 17
8 税金 69 33 ネット 17
9 子供 68 34 医療 17
10 議員 66 35 時代 17
11 社会 55 36 障害 17
12 世代 52 37 情報 17
13 候補 51 38 世界 17
14 給料 43 39 方々 17
15 環境 35 40 理由 17
16 興味 32 41 街頭 16
17 国会 29 42 子ども 16
18 高齢 27 43 自身 16
19 女性 27 44 収入 16
20 賃金 26 45 状態 16
21 未来 26 46 大人 16
22 状況 23 47 世帯 15
23 人間 23 48 ワクチン 14
24 制度 23 49 家庭 14
25 外国 21 50 学校 14
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 続いて、頻出単語だけでは、それぞれの単語がどのように使われているのかがわからないので、KH Coder を

「共起ネットワーク」という作図機能を用いて、さらなる分析を行う。KH Coderにおける「共起ネットワーク」

とは、同時に使われている頻度の多い単語を線で結んだネットワークである。単語を囲んだ円の大きさは、単語

の出現頻度の多さを表している。Q22 の共起ネットワークは以下の様になった。 

 
図 88 Q22共起ネットワーク 
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4.2. Q23 の簡易分析 
Q23 の設問：の衆議院議員選挙に向けて政府や候補者に伝えたいことがあればご自由にお書きください。（自由記

述） 

Q23 の頻出単語の上位 50 位は以下の様になった。 

 
図 89 Q23 頻出単語上位 50位 

  

順位 頻出単語 出現数 順位 頻出単語 出現数
1 政治 6153 26 制度 638
2 国民 5319 27 賃金 621
3 政策 3594 28 現役 614
4 世代 2392 29 人間 588
5 若者 2203 30 夫婦 584
6 税金 2155 31 状況 577
7 コロナ 2131 32 別姓 550
8 議員 2117 33 医療 542
9 社会 1938 34 責任 536
10 自分 1904 35 与党 512
11 子供 1160 36 給料 507
12 政府 1128 37 具体 498
13 女性 1096 38 人権 493
14 候補 1076 39 格差 476
15 未来 1021 40 ワクチン 475
16 政権 1009 41 少子化 472
17 お金 923 42 企業 457
18 高齢 850 43 憲法 449
19 経済 841 44 言葉 444
20 政党 815 45 情報 435
21 環境 811 46 利権 434
22 国会 809 47 市民 425
23 野党 713 48 世の中 417
24 子ども 707 49 定年 400
25 現状 664 50 貧困 400
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 また、共起ネットワークは以下の様になった。 

 
図 90 Q23 共起ネットワーク 
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